
(財)財務会計基準機構会員

平成18年３月期　個別中間財務諸表の概要 平成17年11月８日

上場会社名　西日本旅客鉄道株式会社 上場取引所：東 大 名 福
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TEL(06)6375-8889 　　

有

無

１.平成17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1) 経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注) ① 17年９月中間期 2,000,000株 16年９月中間期 2,000,000株 17年３月期 2,000,000株

② 無

③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況

(3) 財政状態

(注) ① 17年９月中間期 2,000,000株 16年９月中間期 2,000,000株 17年３月期 2,000,000株

② 17年９月中間期         0株 16年９月中間期         0株 17年３月期         0株

２.平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）

期 末 発 行 済 株 式 数

期 末 自 己 株 式 数

6,000.00

百万円 百万円 百万円

849,000 72,500 39,000

円

3,000.00

銭

474,315

％

経 常 利 益

233,154.96

237,157.57

円

百万円 円

銭

％

△30.2

47.1

円 円

3,000.00 －　

銭

当期純利益

22.6

22.1

１株当たり年間配当金

期　　末

466,309

24,002.61

銭円

12,564.81

18,009.02

中 間 配 当 制 度 の 有 無

単元株制度採用の有無

％ 百万円百万円

69,846 9.5 51,665 16.5

44,339 25.013.0

74,379110,057

36,018

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円

25,12917 年 ９ 月 中 間 期

16 年 ９ 月 中 間 期

2,500.00

－　

－　

6,000.00

株主資本比率

１株当たり年間配当金

銭

株 主 資 本

247,597.20

１株当たり株主資本

23.5

2,110,512

総　資　産

銭

495,194

2,098,076

17 年 ３ 月 期 決 算

17 年 ９ 月 中 間 期

48,005

会計処理の方法の変更

１株当たり中間配当金

19,500円

16 年 ９ 月 中 間 期

17 年 ３ 月 期 決 算

17 年 ９ 月 中 間 期

16 年 ９ 月 中 間 期

17 年 ３ 月 期 決 算

通 期

売　上　高

百万円

2,104,835

代表取締役社長

広 報 室 長

平成17年11月８日

平成17年12月９日

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

中間決算取締役会開催日

中 間 配 当 支 払 開 始 日

00銭

　上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績・
結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。

垣 内 剛

来 島 達 夫

期 中 平 均 株 式 数

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

17 年 ９ 月 中 間 期

百万円 ％

425,227 0.2

1.6 63,790

％

16 年 ９ 月 中 間 期

17 年 ３ 月 期 決 算

424,230

846,477

（注）17年9月中間期
　　　中間配当金内訳
　　　記念配当　　0円00銭
　　　特別配当　　0円00銭

２４



（１） 中 間 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

Ⅰ １５６，１１１ １２７，９７１ 　 ２８，１４０ １３１，６５９

1. ７７，５９８ ３６，７７１ 　 ４０，８２６ ５８，９０３

2. １６，８６３ １５，９０５ 　 ９５７ ２２，２１７

3. ６，７４６ １６，０９０ △ ９，３４４ ７，６１０

4. ２，２８７ ３，８９５ △ １，６０８ ２，１９９

5. １３，３０３ ２０，３５４ △ ７，０５０ ６，９５５

6. － １６ △ １６ ３１

7. ８，２３９ ４，６０４ 　 ３，６３４ ６，５５７

8. ３，５２３ １，８２０ 　 １，７０２ ３，７６１

9. １５，７２５ １５，０７３ 　 ６５１ １５，６４６

10. １２，０１２ １３，６２０ △ １，６０７ ７，９６３

11. △ １８８ △ １８３ △ ５ △ １８７

Ⅱ １，９４８，７２３ １，９７０，１０４ △ ２１，３８１ １，９７８，８５３

Ａ １，５２５，４７０ １，５５０，３０６ △ ２４，８３５ １，５６２，４６３

Ｂ １６２ １７２ △ １０ １７８

Ｃ ５４，４８５ ５５，９４４ △ １，４５８ ５７，３４０

Ｄ ７４，９５０ ７７，４２０ △ ２，４６９ ７７，５８７

Ｅ ６２，１７１ ６７，８２５ △ ５，６５３ ６９，５０１

Ｆ ２３１，４８１ ２１８，４３６ 　 １３，０４５ ２１１，７８０

1. 投 資 有 価 証 券 １９，８１５ １５，１５５ 　 ４，６６０ １２，８０３

2. 関 係 会 社 株 式 １２２，５９０ １２２，４７０ 　 １２０ １２２，０２６

3. 長 期 貸 付 金 １３，４９５ １４，２６５ △ ７７０ １３，６５７

4. 長 期 前 払 費 用 ４，２５５ ３，４６６ 　 ７８９ ２，４５１

5. 繰 延 税 金 資 産 ６９，６５８ ６１，６０８ 　 ８，０５０ ５９，１２２

6. そ の 他 の 投 資 等 １，９７３ ２，２６７ △ ２９３ ２，５０１

7. 貸 倒 引 当 金 △ ３０６ △ ７９６ 　 ４９０ △ ７８２

２，１０４，８３５ ２，０９８，０７６ 　 ６，７５８ ２，１１０，５１２

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２５

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産 　の 　部 ）

前 中 間 期 末

(平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) (平成16年９月30日現在)

当 中 間 期 末 前　期　末
増　　　減科　　　　　目



（単位：百万円）

Ⅰ ４８５，８００ ４７５，４９５ 　 １０，３０５ ４４０，４５７

1. １２３，２３５ １０８，９７８ 　 １４，２５７ １０３，６４１

2. ２１，４７６ ２１，４７６ 　 － ８，９７６

3. ３８，５５５ ３８，６２３ △ ６７ ３７，７４５

4. ２４，６４３ ５，８４２ 　 １８，８０１ １，２０８

5. ５７，０４３ １０５，３６６ △ ４８，３２３ ４９，４４６

6. １８，４４１ １９，００４ △ ５６３ １８，８８３

7. ４，３０１ ２，４３０ 　 １，８７１ ３，８２９

8. ２７，７２２ １６，５９７ 　 １１，１２５ ２５，２４４

9. ３，０５５ ２，６５３ 　 ４０２ ６，８２５

10. １０，０７９ １１，５９０ △ １，５１１ １１，２１６

11. ３４，３０８ ３０，３８１ 　 ３，９２６ ３４，４２７

12. ９３，５５３ ８３，３８０ 　 １０，１７２ １０６，１５０

13. １，２１６ １５２ 　 １，０６３ １，４０７

14. ２８，０６９ ２８，９５０ △ ８８０ ２９，４５６

15. ９９ ６７ 　 ３１ １，９９９

Ⅱ １，１２３，８４０ １，１４８，２６６ △ ２４，４２６ １，２０３，７４４

1. ２２０，０００ ２２０，０００ 　 － ２２０，０００

2. ２０２，１５７ ２０６，６４５ △ ４，４８８ ２２５，７３３

3. ４８８，５１２ ４９９，７９４ △ １１，２８１ ５２６，９４６

4. ２，４０８ ２１，８３３ △ １９，４２５ ２７，０５１

5. １８５，１７１ １８１，７１８ 　 ３，４５２ １８６，７０８

6. ７，５４３ － 　 ７，５４３ －

7. １８，０４７ １８，２７５ △ ２２７ １７，３０５

１，６０９，６４０ １，６２３，７６１ △ １４，１２０ １，６４４，２０２

Ⅰ １００，０００ １００，０００ 　 － １００，０００

Ⅱ ５５，０００ ５５，０００ 　 － ５５，０００

５５，０００ ５５，０００ 　 － ５５，０００

Ⅲ ３３３，６２２ ３１５，４９２ 　 １８，１２９ ３０８，５０５

1. １１，３２７ １１，３２７ 　 － １１，３２７

2. ２４８，９８２ ２１７，６４７ 　 ３１，３３５ ２１７，６４７

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ８，９８２ ７，６４７ 　 １，３３５ ７，６４７

別 途 積 立 金 ２４０，０００ ２１０，０００ 　 ３０，０００ ２１０，０００

3. ７３，３１２ ８６，５１８ △ １３，２０５ ７９，５３０

Ⅳ ６，５７２ ３，８２２ 　 ２，７４９ ２，８０４

４９５，１９４ ４７４，３１５ 　 ２０，８７９ ４６６，３０９

２，１０４，８３５ ２，０９８，０７６ 　 ６，７５８ ２，１１０，５１２

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２６

前 受 収 益

資 本 準 備 金

固 定 負 債

社 債

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 　 本  　の  　部 ）

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

長 期 未 払 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

当 中 間 期 末 前　期　末

増　　　減科　　　　　目

前 中 間 期 末

(平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) (平成16年９月30日現在)

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　 債 　の 　部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金



（２）中 間 損 益 計 算 書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. ４１６，２２８ ４１５，００１ 　 １，２２７ ８２８，３１４

2. ３５２，１４０ ３５７，０５９ △ ４，９１９ ７２９，６３５

　 ６４，０８８ 　 ５７，９４１ 　 ６，１４６ 　 ９８，６７８

Ⅱ 　 　 　

1. 　 １９１ 　 １９７ △ ６ 　 ３８１

2. 　 １８８ 　 ２０１ △ １２ 　 ４３３

　 ２ △ ４ 　 ６ △ ５２

Ⅲ

1. 　 ８，８０７ 　 ９，０３２ △ ２２４ 　 １７，７８１

2. 　 ３，０５１ 　 ３，１８０ △ １２８ 　 ６，３５０

　 ５，７５５ 　 ５，８５２ △ ９６ 　 １１，４３０

　 ６９，８４６ 　 ６３，７９０ 　 ６，０５６ １１０，０５７

Ⅳ 　 １，１６０ 　 １，２０６ △ ４５ 　 ５，０４９

1. 　 ４９８ 　 ４９６ 　 １ 　 ５４３

2. 　 ６６１ 　 ７０９ △ ４７ 　 ４，５０６

Ⅴ 　 １９，３４２ 　 ２０，６５７ △ １，３１５ 　 ４０，７２７

1. 　 １９，２０４ 　 ２０，５２２ △ １，３１８ 　 ４０，４７４

2. 　 １３７ 　 １３４ 　 ３ 　 ２５２

　 ５１，６６５ 　 ４４，３３９ 　 ７，３２５ 　 ７４，３７９

Ⅵ 　 ２１，４３８ 　 ２７，９４４ △ ６，５０５ 　 ７３，６２８

1. 　 ２０，２７４ 　 ５，２２２ 　 １５，０５２ 　 ３８，９１９

2. 　 ２ 　 － 　 ２ 　 ６，３６３

3. 　 ７４ 　 ２０，９３４ △ ２０，８６０ 　 ２０，９３４

4. 　 １，０８６ 　 １，７８７ △ ７００ 　 ７，４１０

Ⅶ 　 ３２，１３３ 　 １０，５７６ 　 ２１，５５７ 　 ６５，８７７

1. 　 ２０，２１８ 　 ５，１２６ 　 １５，０９２ 　 ３８，５２６

2. 　 ２ － 　 ２ 　 ６，３６３

3. 　 － 　 ３，６０９ △ ３，６０９ 　 ３，９０１

4. 　 ７，５４３ 　 － 　 ７，５４３ 　 －

5. 　 ４，３６８ 　 １，８３９ 　 ２，５２８ 　 １７，０８６

　 ４０，９６９ 　 ６１，７０６ △ ２０，７３７ 　 ８２，１３０

　 ２６，４２９ 　 ２３，８３０ 　 ２，５９８ 　 ３４，８７７

△ １０，５８９ 　 １，８５８ △ １２，４４７ △ ７５２

　 ２５，１２９ 　 ３６，０１８ △ １０，８８８ 　 ４８，００５

　 ４８，１８２ 　 ４３，５１２ 　 ４，６７０ 　 ４３，５１２

　 － 　 － 　 － 　 ５，０００

　 ７３，３１２ 　 ７９，５３０ △ ６，２１８ 　 ８６，５１８

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

前　　　期

平成17年４月１日から 平成16年４月１日から 平成16年４月１日から

当 中 間 期 前 中 間 期

増　　減
平成17年９月30日まで 平成16年９月30日まで 平成17年３月31日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　　　　　目

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

収 用 等 補 償 金 受 入 額

減 損 損 失

収 用 等 圧 縮 損

環境安全対策引当金繰入額

２７

中 間 配 当 額

そ の 他 の 損 失

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益



 ２８

（３） 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの  

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原 

価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) たな卸資産 

貯 蔵 品 移動平均法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

均等額償却を行っております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異（301,642 百万円）については、10 年による按分額を費用処理することと

し、当中間期にかかる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとし、当中間

期にかかる額を計上しております。 

(4) 環境安全対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当中間期末においてその金額を合理的

に見積もることができる処理費用について計上しております。また、見積もり金額は、日本環境安

全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）から公表されている単価に基づき算定したものであり、現時点で処

理費用を合理的に見積もることができないものについては計上しておりません。 

 



 ２９

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を

取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 

なお、中間損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産

の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 

 

６．消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 



 ３０

（４） 注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

  ２,２７６,２５１百万円     ２,２３７,９８７百万円     ２,２２２,２５０百万円 

 

２．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

     ４３８,８９６百万円      ４１９,１４７百万円       ３８７,１８６百万円 

 

３．保証債務 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

２７,０２０百万円        ２７,２５３百万円        ２３,１８９百万円 

 

４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

    ２５,０００百万円        ２５,０００百万円        ２５,０００百万円 

 

５．担保提供資産 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成 13 年法律

第 61 号）附則第７条に基づき､総財産を社債の一般担保に供しております。 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

 ２００,０００百万円       ２００,０００百万円       ２００,０００百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

１．研究開発費の総額 

    （当中間期）          （前中間期）       （前  期） 

          ２,１１１百万円         ２,０５６百万円       ６,１３０百万円 

 

２．その他の損失  

特別損失「その他の損失」のうち､福知山線列車事故に伴う支出額は 3,405 百万円であります。   

また､今後事故に伴う補償などの支出が見込まれますが､これらの費用については､現時点では金額等

を合理的に見積もることが困難であります。 

 

 

（５） リース取引に関する注記 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 



（単位：億円）

項　　　　　目 備　　　　　　　　考

4,252 4,242 9

運 輸 収 入 3,797 3,769 28

運 輸 附 帯 収 入 112 113 △ 1

関 連 事 業 収 入 88 90 △ 2

そ の 他 収 入 253 268 △ 14

3,553 3,604 △ 50

人 件 費 1,395 1,433 △ 38  社員数減

物 件 費 1,384 1,374 10  業務費・修繕費増、動力費減

線 路 使 用 料 等 124 123 1

租 税 公 課 199 210 △ 11  固定資産税減

減 価 償 却 費 449 462 △ 12

698 637 60

△ 181 △ 194 12

営 業 外 収 益 11 12 △ 0

営 業 外 費 用 193 206 △ 13  支払利息減

516 443 73

△ 106 173 △ 280

特 別 利 益 214 279 △ 65  工事負担金等受入額増、有価証券売却益減等

特 別 損 失 321 105 215  工事負担金等圧縮損増、減損損失減

 福知山線事故関連経費・環境安全対策引当金計上

409 617 △ 207

158 256 △ 98

251 360 △ 108

（注）［　］は、H17.8.9発表の業績予想値を示しております。

中 間 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前中間純利益

法 人 税 等

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

損  益  計  算  書 (単 体）

平成16年度
中　　　間

増   減
平成17年度
中　　　間

関連事業等収入内訳
17年度 16年度 増 減

いわゆる関連事業収入 200 204 △ 3
運 輸 附 帯 収 入 112 113 △ 1
　構 内 営 業 料 34 35 △ 0
　広    告    料 27 27 △ 0
　高架下等貸付料 43 43 　 0
　駐 車 場収入等 6 7 △ 0

　関 連 事 業 収 入 88 90 △ 2
　不動産賃貸収入 67 69 △ 1
  そ    の    他 20 21 △ 0

運 輸 収 入 内 訳
17年度 16年度 増 減

 鉄　      　道 3,796 3,767 　 28
  定          期 753 761 △ 7
  定    期    外 3,041 3,005 　 36
  荷          物 0 0 △ 0

 船　      　舶 1 1 △ 0
合    　計 3,797 3,769 　 28

[4,250]

[480]

[260]

[660]

単体参考資料

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

 
平成17年度 平成16年度 対前年比 平成17年度 平成16年度 対前年比
中　　　間 中　　　間 (%) 中　　　間 中　　　間 (%)

定 期 ３２４ ３１７ １０２.１ ４０ ３９ １０１.３

定 期 外 ７,１３５ ６,８３１ １０４.４ １,５８８ １,５２７ １０４.０

合 計 ７,４５９ ７,１４９ １０４.３ １,６２９ １,５６７ １０４.０

定 期 １１,６８８ １１,７７４ ９９.３ ７１３ ７２１ ９８.８

定 期 外 ７,５５４ ７,７０２ ９８.１ １,４５２ １,４７８ ９８.３

合 計 １９,２４２ １９,４７７ ９８.８ ２,１６６ ２,１９９ ９８.５

定 期 ９,３４７ ９,４４４ ９９.０ ５７２ ５８０ ９８.７

定 期 外 ４,９４０ ５,０３０ ９８.２ ９１８ ９３１ ９８.６

合 計 １４,２８７ １４,４７５ ９８.７ １,４９１ １,５１１ ９８.６

定 期 ２,３４１ ２,３３０ １００.５ １４１ １４１ ９９.５

定 期 外 ２,６１４ ２,６７２ ９７.８ ５３３ ５４６ ９７.７

合 計 ４,９５５ ５,００２ ９９.１ ６７４ ６８８ ９８.１

定 期 １２,０１３ １２,０９２ ９９.３ ７５３ ７６１ ９９.０

定 期 外 １４,６８９ １４,５３４ １０１.１ ３,０４１ ３,００５ １０１.２

合 計 ２６,７０２ ２６,６２６ １００.３ ３,７９５ ３,７６７ １００.８

新幹線

運　　　輸　　　収　　　入

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

単－１－２



貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

科               目
平 成 17 年 度
中 間 期 末

平 成 16 年 度
期 末

増  減 備             考

流     動     資     産 1,561 1,279  281 現 預 金 408     

短 期 貸 付 金 △ 70      

資

固     定     資     産 19,487 19,701 △ 213

産 16,550 16,838 △ 287 資 産 増 394     

資 産 減 △ 682     
（う ち 減 価 償 却 費 △ 449）

の

部 621 678 △ 56

2,314 2,184  130 繰延税金資産 80      
出 資 株 式 47      

合           計 21,048 20,980  67

科               目
平 成 17 年 度
中 間 期 末

平 成 16 年 度
期 末

増  減 備             考

流     動     負     債 4,858 4,754 103

846 659  187

　 4,011 4,095 △ 84 未 払 金 △ 483     
短 期 借 入 金 142   

負 未払法人税等 111   
前 受 金 101   

固     定     負     債 11,238 11,482 △ 244

債 9,130 9,482 △ 351
長期債務残高     

1,851 1,817  34     17年度中間 ･･･ 9,977   
・     16年度末　 ･･･ 10,142  

255 182  73 △ 164

資

負     債     合     計 16,096 16,237 △ 141

本 1,000 1,000  －
550 550  －

3,336 3,154 181
の 利 益 準 備 金 113 113  －

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 89 76 13
別 途 積 立 金 2,400 2,100  300

部 中間(当期)未処分利益 733 865 △ 132

65  38  27
資     本     合     計 4,951 4,743  208

合           計 21,048 20,980  67

株 主 資 本 比 率 23.5％ 22.6％
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 3.3％ 5.2％

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 の 固 定 負 債

１ 年 以 内 長 期 借 入 金 等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金
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平 成 17 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円）

増   減 備　　　　　　　考

8,490 8,464 25

運 輸 収 入 7,545 7,509 35  定期外収入増

そ の 他 収 入 945 955 △ 10

7,430 7,364 65  修繕費増等

1,060 1,100 △ 40

△ 335 △ 356 21  支払利息減

725 743 △ 18

390 480 △ 90

平成17年度
業 績 予 想

平成16年度
実 績

項　　　　　目

営 業 収 益

（注） [　　］は、H17.8.9発表の業績予想値を示しております。

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

[8,490]

[820]

[490]

[1,160]

単－３



（単位：人、億円、％）

連　結 単　体 連　結 単　体

43,765 26,381 43,977 27,200 

－　 ［30,409］ －　 ［31,933］

295 271 307 281 

1,586 891 1,761 1,140 

－　 566 －　 546 

543 449 554 462 

△ 198 △ 187 △ 213 △ 200 

受取利息・配当金 3 4 2 4 

支 払 利 息 △ 201 △ 192 △ 216 △ 205 

408 327 416 347 

自 己 資 金 332 251 334 265 

10,598 9,977 11,185 10,476 

（注）1.記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2.連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

平成16年度

中間期実績 通期見通し 実　　　績

（連　結） ％ 3.3 5.4 5.6 

（連　結）億円 790 1,293 1,331 

（連　結）億円 297 485 589 

（連　結）億円 10,598 10,400 10,816 

（単　体）億円 9,977 9,800 10,142 

（単　体） 人 32,854 

Ｒ Ｏ Ａ

31,213 

営 業 利 益

当 期 純 利 益

長 期 債 務 残 高

〃

期 首 社 員 数

平 成 17 年 度

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

長 期 債 務 残 高

設 備 投 資

金 融 収 支

減 価 償 却 費

項　　　　　　　　　　目

諸　　　元　　　表

退 職 手 当

［ 期 末 在 籍 社 員 数 ］

項　　　　　目
平成17年度中間期

従 業 員 数

平成16年度中間期

共通参考資料

共－１



西日本旅客鉄道株式会社

１．連 結 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 6,079億円、64億円増（1.1％） 連単倍率1.43

当社は、運輸収入の増等により、9億円の増収。

子会社は、物販飲食業、旅行業、百貨店業等の増収により、54億円の増収。

○ 営 業 利 益 790億円、71億円増（9.9％）

当社は、人件費、動力費の減等により、60億円の増益。

子会社は、旅行業の改善等が寄与して、10億円の増益。

○ 経 常 利 益 607億円、89億円増（17.2％）

長期債務縮減による支払利息減や持分法投資利益の増等により増益。

○ 中 間 純 利 益 297億円、110億円減（△27.1％）　 連単倍率1.18

当社の福知山線事故関連経費の計上、環境安全対策引当金の繰入れ、当社及び子会社で

株式の売却益が減少したこと等により特別損益が悪化。

(2) セグメント情報

・ 運 輸 業 鉄道事業の運輸収入増等により11億円の増収。営業費用減もあり、営業利益は59億円増益。

・ 流 通 業 物販飲食業、百貨店業が好調で27億円の増収。原価等の増により、営業利益は前年並み。

・ 不 動 産 業 不動産賃貸収入増等により7億円の増収、6億円の増益。

・ そ の 他 事 業 旅行業等での増収に新規連結による増収が加わり、30億円の増収、4億円の増益。

(3) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆3,576億円、66億円減（△0.3%）

・ 長期債務残高 1兆598億円、218億円減（△2.0%）

(4) キャッシュ・フロー計算書

・ 営 業 活 動 前年同期に比べ退職金支払額が減少したこと等により、337億円増、714億円のｷｬｯｼｭ･ｲﾝ｡

・ 投 資 活 動 前年同期に比べ株式売却が減少したこと等により、ｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄは270億円増の360億円｡

・ 財 務 活 動 長期債務の削減や配当金の支払い等により、222億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。

(5) 平成18年３月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 12,330億円、121億円増（   1.0%）
・ 営 業 利 益  1,293億円、 38億円減（△ 2.9%）
・ 経 常 利 益    952億円、  7億円減（△ 0.8%）
・ 当 期 純 利 益    485億円、104億円減（△17.8%）

２．単 体 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 4,252億円、9億円増（0.2％）
運輸収入は、定期外収入が対前年＋36億円（1.2％）、定期収入が対前年△7億円
（△1.0％）となった。
新幹線は、62億円増（4.0％）、在来線は、33億円減（△1.5％）。

○ 営 業 利 益 698億円、60億円増（9.5％）

営業収益の増や社員数減による人件費の減、動力費等の減により増益。

○ 経 常 利 益 516億円、73億円増（16.5％）

長期債務縮減による支払利息減により増益。

○ 中 間 純 利 益 251億円、108億円減（△30.2％）

福知山線事故関連経費を34億円計上。また、環境安全対策引当金を75億円繰入れたほか、

株式の売却益が減少したこと等から、特別損益が280億円悪化。

(2) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆1,048億円、67億円増（0.3%）

・ 長期債務残高 9,977億円、164億円減（△1.6%）

(3) 平成18年３月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高  8,490億円、 25億円増（　 0.3%）
・ 営 業 利 益  1,060億円、 40億円減（△ 3.7%）
・ 経 常 利 益    725億円、 18億円減（△ 2.5%）
・ 当 期 純 利 益    390億円、 90億円減（△18.8%）

平成17年度中間決算について

３期連続の増収。営業利益、経常利益は２期連続の増益、中間純利益は減益。

２期連続の増収。営業利益、経常利益ともに増益、中間純利益は減益。




